
第一種低層住居専用地域
低層（二階建て程度）住宅のための地域で
す。小規模なお店や事務所を兼ねた住宅、
小規模な公共施設、小中学校、診療所など
が建てられます。建ぺい率５０％／容積率８０％

第一種住居地域
住居の環境を守るための地域です。延べ
床面積３，０００ｍ２までの店舗・事務所・ホテ
ルなどが建てられます。

建ぺい率６０％／容積率２００％

準住居地域
沿道に自動車関連施設などの立地、これ
と調和した住居の環境を保護するための地
域です。１０，０００ｍ２までの店舗・事務所・ホ
テルなどが建てられます。

建ぺい率６０％／容積率２００％

近隣商業地域
近隣の住民が日用品の買物などをする地
域です。延べ床面積規制は無く、ほとんど
の商業施設・事務所などが建てられます。

建ぺい率８０％／容積率３００％

準工業地域
主に軽工業の工場やサービス施設などが
立地する地域です。危険性・環境悪化の恐
れが大きい工場や石油コンビナートなどの
ほかは、ほとんど建てられます。

建ぺい率６０％／容積率２００％
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建ぺい率

容 積 率 ／敷地面積に対する
延べ床面積の割合

／敷地面積に対する
建築面積の割合

用途地域の種類（比内地域）
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